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国際労働移動と経済発展に関する理論的サーベイ
鹿 毛 理 恵
?．はじめに
発展途上諸国の人々がよりよい経済的機会を求めて海外へ渡航することは，
現代グローバライゼーションで特徴的な新しい現象の一つとはいえない。欧
州諸国や日本でも，近代期の産業革命と経済発展の過程において同様の現象
が見られた。しかし現代の国際労働移動のメカニズムとその背景に潜むもの
は，近代のそれと大きく異なる点に注意しなければならない。いつの時代も
経済的要因が引き金となって国際労働移動が生じているのだが，現代と近代
とでは，移動技術や費用，情報量と伝達速度，送出国または受入国として国
際労働移動に関わる国の数，母国外で働く労働力の規模，出入国とその管理
に関する制度体制，人権問題に対する人々の意識が格段に異なっている。現
代は，それらいずれもが発展，拡大，強化されているのだ。
2009年の世界の国際移動が約２億1,400万人とされ，世界人口のわずか
3.1％程度が国境を超えたと推計されている。しかし非合法で母国外に移動し
た人口も?慮するならば，さらに大きな数値が予測される（UNDP, 2009:
21）。その流れを見ると，推計された国際移動の人口のうち37％が発展途上国
から先進国への移動，60％が発展途上国から他の発展途上国への移動，残り
わずか３％が先進国から発展途上国への移動だという。
また，発展途上諸国が受け取る海外送金総額は増加傾向を続け2008年に
3,360億ドルに達し，2009年には経済危機により3,160億ドルと６％程度の減
少を見せたが，再度2010年以降上昇に転じると推測されている（Ratha et al,
2010:18)。一方，政府開発援助（ODA）総額は非常に緩やかな伸びであり，
海外送金総額の２分の１以下の規模に留まっている。発展途上諸国向けの海
外直接投資（FDI）の総額は，2007年に海外送金総額の約２倍もの数値を示し
たが，2009年になると経済危機の影響で FDI総額は海外送金総額の下落幅以
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上に大きな下降線を描いた（同書：Figure 1）。世界の海外送金総額の76％前
後は発展途上諸国向けで占められている（同書：18）。この事実の他にも非合
法な国際労働移動が存在するように，各国中央銀行でも把握できない送金の
実態があり，公式統計の数値以上に本当の海外送金総額は大きいと推測され
ている。これら数値から発展途上諸国が国際労働移動で享受できる海外雇用
機会，所得機会と海外送金が果し得る経済発展の効果は期待できるだろう。
事実，多くの発展途上諸国，特に中間所得国に分類される政府は，海外労
働者送金によるマクロ経済的な貯蓄や投資などへの補填的効果，民間による
関連ビジネスの育成効果，貧困，失業，格差の社会的な問題の削減効果を期
待している。そのため積極的な労働サービスの輸出政策を実施している。そ
の一方で受入国も現地労働者では雇用が困難になった産業や職種に外国人労
働力を配置させ，国内経済力の維持と成長が期待できる。こうした労働力の
送出国および受入国双方の経済的な効果は経済学者らが中心となって理論的
に説明されてきたものである。また，送金と経済発展の関係なども2000年代
に入ってから盛んに議論されている。
しかし経済的便益の一方で，社会的費用も認識されている。例えば，特に
未熟練労働者に対する受入国での過酷な労働条件や賃金未払いなどの問題，
労働災害等による身体的ダメージや死亡事故，その後の賠償・補償問題，雇
用者による不当な扱いや虐待が報道されている。また，国際労働移動の女性
化により，発展途上諸国の女性たちが自国に子供を残したまま，一家の稼ぎ
頭として何年も海外で働き続けるケースも少なくない。結果，母国に残され
た家族の問題，特に子供たちへの精神面や発達面での影響など社会的な問題
の事例が指摘されている。
このような社会的費用の存在が明らかになっている今日において，従来の
送金によるマクロ経済的効果，失業率の軽減や雇用確保のみを分析対象とす
る純粋な経済学的接近法のみでは，国際労働移動の経済発展に対する役割を
正当に評価することはできないと?える。現代の発展途上諸国の多くが外貨
獲得手段の一つとして，国民の海外雇用を奨励する政策を導入している。果
たしてこのような政策を今後も積極的に実施し続けても良いものだろうか。
国際労働移動はどれだけ効率的に国家の持続的な経済発展を実現しうるのだ
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ろうか。このような検討を実施する必要性が，これまで積極的な海外雇用政
策を進めてきた発展途上国政府の間で認識され始めている。しかしながら，
社会的費用が将来的な経済発展のプロセスにどれほどの影響力を与え得るの
だろうか。社会的費用の多くはプライバシー問題にも係ることが多く，表出
化され難いため数量化が困難である。事実，国際労働移動に関わる社会的費
用の研究においては，非経済学の分野から，いくつかの事例研究や紹介に留
まることが多い。そのため社会的費用を分析する際の理論モデルはほとんど
構築されていない。また，国際労働移動に関する経済的便益と社会的費用と
を総合的に捉えて評価する研究はほとんど進んでいない。このような認識を
持ちつつも，本稿では社会学的費用に関する理論サーベイは能力範囲を超え
るため触れない。
国際労働移動が経済発展にどのような形で関連するのか，経済学的視点を
中心にした社会科学分野の理論的接近法から?察することを本稿の目的とす
る。
?．経済発展と国際労働移動：理論的サーベイ
本稿では，国際労働移動を経済発展との関連性の中で捉えられる理論を取
り上げ，大きく４つに分類し，次のように取り上げている。それらは，開発
経済学的アプローチ，マクロ経済的アプローチ，ミクロ経済的アプローチ，
そして経済政策的アプローチである。
１．開発経済学的アプローチ
発展途上諸国を対象とした経済発展に関する研究は比較的新しい?え方で
ある?。戦後になって初めて現在の発展途上諸国は経済発展に向けて積極的な
姿勢を整え始めることが可能となった。経済発展の開発政策は，基本的に国
内の経済社会の開発に目が向けられ，ハロッド＝ドーマー・モデル（参照：
１ 政治的レベルで初めて発展途上諸国の経済発展の必要性が認識されたのは，1949年１
月の当時米国大統領トルーマンによる「ポイント・フォア計画（point-four program）」
であると言われている（参照：Ratnayake,1992:1;Illich,1981:9-25）。
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Todaro and Smith,2003；マイヤー，2000：11）が中心概念となり，経済成
長を重視する開発政策が長い間続けられた?。経済成長や資本形成，貯蓄の増
大や投資に関する理論が開発政策のメインとして扱われる中，アーサー・ル
イスは経済発展と労働移動との関連づけで理論的な説明を可能にしている。
経済発展の進展度や近代化の道程を客観的に捉える上でも重要な理論として
指摘できる。ルイスは経済発展に伴い構造的転換が生ずる現象を理論的に捉
えた二部門間アプローチを構築した。経済発展の過程で自給自足的な伝統的
農業構造から，近代的な工業やサービスを中心とした経済構造へと変化する
点に着眼し，農村部には限界生産性がゼロの労働力が無制限に存在すると仮
定し，それによって伝統部門の産出力に影響を与えることなく，近代部門が
その過剰労働力を吸収すると?えた。さらに近代部門の資本集約性ゆえに賃
金が高く設定されるため，近代的な産業に農村から労働力が吸収されること
理論的に説明できるものである（Lewis,1954）。
次第に発展途上諸国の経済発展に関するデータ蓄積が進むと，経済成長戦
略重視の開発政策がモデル通りにトリックル・ダウン効果をもたらしていな
い実態が明るみになった?。都市偏重の成長戦略は，地域間格差をもたらし，
２ 資本形成，新しい資源，技術革新，人口増加の４つが基本的要素として?えられモデ
ル化された。特に，資本形成は成長の重要な鍵を握ると重要視された。具体的には，経
済社会の財・サービス獲得能力またはそれらの生産力の拡大速度を人口増加よりも速め
れば良いとされたのである。さらに生産力を高めるために貯蓄の増大は重要であり，結
果的に，資本形成に役立つ技術革新や人的資本への投資が可能になると?えられた。こ
の理論が，FDIやODA政策を発展途上諸国向けに実行すれば，発展途上諸国は貯蓄率を
上昇させ，それに応じて資本形成も進み，産出力の拡大と経済成長に刺激を与え，いず
れはその生活水準や制度などを先進諸国の発展レベルに到達できるという?え方を支持
した。さらにトリックル・ダウンの恩恵により，特に貧しい人々の生活水準を改善でき
ると?えられたのである（Hirschman, 1958)。日本の研究者らは，伝統的な経済発展
（economic development）の概念は，経済成長（economic growth）が中心的であり，
または経済進歩（economic progress）とが同義的に混同して用いられることが多かった
と述べている（斎藤，1973；徳原，2004）。
３ 経済成長モデルに準じた開発政策から，FDIやODA政策を発展途上諸国向けに実施
すれば，発展途上諸国の貯蓄率は上昇し，それに応じた資本形成も進み，産出力の拡大
と経済成長に刺激を与え，いずれはその生活水準が制度などが改善され，貧困者層にも
その恩恵が滴り落ちるという?え方（Hirschman,1958）。
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その結果人々に都市部へと出稼ぎの流れを形成させた。しかし大多数の人的
資本の教育レベルは高くなく，都市や近代部門での雇用吸収力を大きく上回
る数の未熟練労働者が溢れた。その結果，失業中もしくは，低賃金・不安定
な都市インフォーマル部門にしがみつく不完全就業状態に甘んじる他ない状
況であった。発展途上諸国の工業化または近代化は，現状の過剰労働者の実
態に十分に対応できるほどの雇用創出機能を持ちえていない。先進諸国の経
済発展の経験をもとに作られたルイスモデルでは，発展途上諸国の労働市場
を明確に説明するには無理があるのだ。
この実情に対しシーアズは，貧困，失業，不平等の３つの問題全てが改善
するのなら，間違いなく発展の時期にあると言えるが，それら３つのうち１
つでも悪化するのであれば，たとえ所得レベルが２～３倍に増えても「発展」
しているとは言えないと主張した（Seers, 1969:3）。この問題提起をきっか
けに，貧困，失業，所得格差といった不平等問題に関心が高まり，またそれ
らの改善が開発目標となった。
発展途上諸国の雇用問題に関する取り組みにおいて，1969年の国際労働機
関（ILO）による世界雇用計画の発足が始まりであろう。ILOは失業と不完全
就業対策を実施し，各国の雇用政策の充実に向けた援助計画を開始させた?。
続いて国連も，雇用対策を1970年から80年の開発十年において開発戦略の中
心的目標に掲げた。また，世界銀行も雇用増大を発展途上諸国の借款供与の
基準の一つとしている（国際労働機関，1985）。1976年には，ILO世界雇用会
議での宣言で，「基本的必要」重点開発として，国際的労働力移動，生産的雇
用創造のための技術，先進国における積極的労働力政策と調整援助の分野で，
国内的かつ国際的措置を講じるよう勧告した（同書）。こうして ILOが中心的
に発展途上諸国の雇用問題に取り組む機関として勧告や援助を実施するよう
になった。しかしながら，多くの発展途上諸国において，失業問題は深刻な
ままである。
この他，1970年代後半から基本的ニーズ（BHN:Basic Human Needs，
教育，医療・保健，食糧，住居状況など）の充足の重要性も認識されるよう
４ 1969年，国際労働機関はノーベル賞を受賞している。
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になる。しかし BHNに関する開発戦略は，その対象者（特に農村の人々，
貧困者層）に対してコミュニティ活動等の参加意識と個人の自立心を育てる
のではなく，単なる受益者として扱う傾向が強く，政府からサービスを受け
ることが当然であるかのごとき姿勢を人々にもたらす結果となった。結局，
農村貧困を軽減する効果は弱く，依然として農村から都市部への労働移動圧
力を軽減させるための役割は果たせなかった。
こうした発展途上諸国の国内の失業問題や貧困問題の現状と，グローバラ
イゼーションの進展によって，発展した国としていない国との間の経済格差
がより一層明瞭になる。その結果，次第に発展途上諸国の人々が，海外のよ
り経済機会の高い諸国へ移動する動きが活発化し始めるようになった。特に
1970年代後半以降は経済新興諸国へ向かう発展途上諸国の人々による労働移
動が増加し始める。発展途上諸国の停滞する経済社会の中で，一度開始した
労働資源の国際移動を効果的にくい止める方法は，やはり国内に経済機会が
保障されることである。しかし経済発展がうまく進展せず，国内労働市場に
おいて雇用機会が創出されないままであるならば，国内の失業問題および国
外への労働移動圧力は軽減されることはない。国際労働移動はグローバライ
ゼーションの進展の中で活発化してきたのだ。
こうした時代背景の中，アマルティア・センが打ち出したケイパビリティ
とエンタイトルメントの概念はそれまでの経済発展に向けた開発政策のあり
方に大きなインパクトを与えた?。社会的損益の分析や，豊かな国家建設に向
けて，または発展途上諸国の政府および非政府組織による開発計画にいたる
代替的な政策立案やその評価の枠組みなどにこれらの概念は応用されている
（Robeyns,2005:94）。センは，経済成長論中心の伝統的経済学のアプローチ
では経済発展にあまり貢献できていないと認識し，それでは人々の真の豊か
さとは何かを正確に定義することも判断することもできないとした。哲学的
に豊かさ（well-being）とは何かを追及しながら経済発展について?察する。
５ 松井は，それまでのセンの諸著作の翻訳文献による日本語訳では，センの意図するも
のを正確に捉え難いと指摘した。そして松井自身による新しい和訳として，「エンタイト
ルメント」を「基本的請求力」，「ファンクショニング」を「生命活動」，「ケイパビリティ」
を「可能力」としている（松井，2003）。
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それまでの伝統的な経済発展の主眼が，人々の全体的なケイパビリティやエ
ンタイトルメントよりも，国内生産や国民所得の数量的規模拡大のみに置か
れてきたために，多くの国々で経済発展が進展できなかったと指摘する。こ
こでエンタイトルメントとは，社会，特に市場経済において人間が有す権利
や機会を行使できる代替可能な一連の商品に適用されるものである（Sen,
1983:754）。この視点に立つと，人間社会において人が唯一商品として売り込
めるものは労働力といえる。そのため人間のエンタイトルメントは，仕事を
見つける能力，仕事の賃金率，購入可能な商品の価格などに対して決定的に
従属するものであるとセンは論ずる。また，ケイパビリティとは，評価上た
くさんの問題がみられる中，ある人の利益を判断する基礎となる権利を提供
するものである。ある人の「豊かさ」や生活水準，または自由といった観念
を検討する際に，ケイパビリティの概念が必要となる?（同書：755）。つま
り，経済発展のプロセスにおいて，人々のケイパビリティの実情として「人々
は何を実行させることできるのか，または何ができないのか」をしっかりと
検討すべきであるとする?。ケイパビリティ・アプローチは不平等，貧困，個
人の豊かさ，あるグループの構成員の平?的な豊かさなどを評価するのに用
いられている（Sen,1989）。また「自由」という概念が，ケイパビリティ・ア
プローチ理論の中で重要な位置づけにある。つまり人々が豊かになるための
行動と「自由」とが重要な役割を担うとしている。これは1990年以降，国連
開発計画（UNDP）が公刊する人間開発報告書（HDR）の中で，人間を中心
とした開発，「人間開発（Human Development）」の概念に中心的な影響を
与えている（UNDP,2009:15）。センのケイパビリティの概念と国際労働移
動との関連性については後節に譲る。
６ またケイパビリティは，その人が実施したことから得られる喜びまたは満足がどの程
度かといった「効用」と同じことではなく，さらにその人が実行できるまとまった商品
とも同じものでもないとして，効用とエンタイトルメントとは異なるものだとした（Sen,
1983:755）。
７ 例えば，人々は長生きしているのか否か，病気の予防や治療ができているのか，栄養
状態は良いのか，読み書きやコミュニケーションができるのか，文学や科学分野の探求
ができるのかなど，より幅広く具体的な人々が健康で文化的な生活を謳歌しているかど
うかといった側面を見る例があげられている。
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このように経済発展と労働移動との関連性は，先進諸国の経済発展の経験
と同じプロセスを踏まなければならないと?えられてきた時代?から，人々
の豊かさとは何か，また経済発展の目的とは何かという?え方が経済発展の
目標や政策の中に組み込まれるようになった。また，近年になって，国際労
働移動と経済発展との関係性が，特に発展途上諸国の経済発展の中でどのよ
うな役割を果たすのかについて関心が示されるようになってきている。国際
労働移動を経済発展の中で説明付けしようとする試みは非常に新しいことで
ある。
２．マクロ経済学的アプローチ
国際労働移動をマクロ経済学的に説明する中心的理論は，国際経済学分野
のリカードに由来する古典的な貿易理論であろう。単純に二国を想定し，貿
易開始前のそれぞれの経済的特徴や資源賦存を比較し，それぞれの生産活動
の得意分野に関して特化（specialization）することで効率性を高め生産規模
の増大をはかり，貿易を開始させ市場を拡大し，利潤拡大を目指すものであ
る（Appleyard and Field, 2001）。このとき二国の間にはそれぞれの長所や
短所があり，つまり格差が存在していることを必要条件とし，この二国間の
格差を利用して貿易を開始させ，経済規模の拡大を推し進めることが暗に示
唆されている。しかし，古典派貿易理論が主流だった時代，通信・輸送手段
技術や金融取引技術の制約的問題から，生産要素である労働と資本は国内で
使用されるべき要素であり，国際移動は困難なものだとみなされていた。そ
のため古典的貿易理論が?えられた時代には自国の国民を国際労働移動のメ
８ ロストウの５つの成長段階説：発展途上国と先進国とを直線で結んでそれぞれの社会
を捉えようとした。
第一段階：在来の低い技術レベルによって限られた産出力を持つ伝統的社会。第二段
階：離陸に必要な先行条件を持つ社会。具体的には工業部門発展を支える農業部門を改
善している段階にある。第三段階：離陸を実現する社会。具体的には国民所得に対する
貯蓄率と投資率が，５％から10％以上に増加した状況にあること。第四段階：成熟社会
に入った社会。具体的には国民所得に対する投資率が10％から20％に達した段階にある
こと。第五段階：高度消費社会。具体的には耐久消費財とサービスに向けた産業構造が
存在する段階（Rostow,1960；木村他，1961）。
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カニズムに巻き込むような合理的な?え方を採用することはなかった。
しかし歴史的に見ると，ヨーロッパ諸国が次々と産業革命を迎え，海運・
運輸・通信手段の発達と同時に経済発展が促進する。すると伝統的な農業部
門から都市部の近代的な部門へと労働者が移動を開始し，海外への自由な渡
航もやがて始まった。ラベンステインは当時の国際労働移動も含めた人々の
移動現象の事実を捉え，それを法則として導き出し「人口移動の法則（Laws
 
of Migration）」にまとめた（Ravenstein,1889）。その後に続く研究により，
一国の経済発展に伴って人口移動パターンにもある共通的な規定要因の変化
が生じること，そして送出国と受入国のそれぞれにプッシュ要因とプル要因
があると?えられるようになった（Lee, 1966; Lowry, 1966; Dorigo and
 
Tobler,1983）。つまり労働移動が外へと向かう地域または国の特徴的共通点
は，過剰労働力の存在，失業問題，その他経済的に不利とされる要因が多く
存在し，それらが人々を押し出す（プッシュする）作用をもたらすという。
また受入側になる地域や国には，雇用機会，期待される高賃金，教育・医療
環境など社会的インフラの設備の充実など，人々を惹きつける（プル）要因
が他地域より多く存在するというものである。別の言い方をすれば格差が受
入国と送出国との間に存在することで，国際労働移動現象を生じさせるとい
うものである。その後，国際経済学的説明においても，古典的な貿易理論で
は移動困難と仮定されてきた労働についても，ヘクシャー＝オリーン・モデ
ルによって，労働力も輸出財としての意味を持ち，ある国は豊富な資源を利
用して輸出でき，足りない資源は輸入して生産活動と貿易を実施するといっ
た事象を貿易理論として説明可能にした（Appleyard and Field,2001:125）。
またマンデルが財貿易と生産要素の移動が代替的である（Mundell,1987:21）
とし，それまでの古典的貿易理論では想定しなかった国際労働移動が，資本，
労働の移動は全て生産要素返還によって?衡化するとし，労働力の国際的な
移動も理論的には貿易論として扱う議論が新古典派経済学者の間で出てくる
こととなった。
また，トダロとマルスコは国内で生じる農村から都市部への労働移動とい
う二部門モデルを改良し，国際的な労働移動も包括した三部門モデルを構築
した。つまり国際労働移動を国内労働移動の延長線上にあるものと捉え，国
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内の都市の失業を経験した後に労働者はさらに国外の期待所得も視野に入れ，
二国間にある労働の需要と供給の違いにより海外への移動を決意すると?え
たのである（Todaro and Maruszko,1987:913-916）。やはりその際におい
ても，労働力の送出国には豊富に労働力が存在し労働市場における?衡レベ
ルが低いため賃金率が低い。一方，受入国は資本の賦存が労働よりも高く賃
金も高いと仮定された。また，送出国政府にとっては労働力輸出を促進する
ことで，過渡な都市化によって生じた失業率の悪化を軽減できる意味で良い
効果をもたらすと?えられた。
それでは，これらの仮説をわかりやすく単純に説明するために，低所得国
（Ｘ国）と高所得国（Ｙ国）のそれぞれの労働市場における需要供給曲線を用
いて図式化したものを図１で示している。図１を基に国際労働移動を経済学
的に説明したい。Ｘ国とＹ国のそれぞれの労働市場において，単純に労働移
動のみに言及するため，労働供給曲線 S?，S??，S?，S??はそれぞれ資本供給
において完全に弾力性がないとし，結果，雇用機会が増えないという設定で
ある。また，雇用Q?＞0，雇用Q?＞0であり，Q?上に関して0q??＞0q?，Q?
上に関して0q?＞0q??である。
まず，二国間で労働移動が始まる直前の初期状態は次の通りである。低所
得国であるＸ国の労働移動が始まる前の国内労働市場では，労働需要線 D?
と労働供給線 S?の交差する点 E?で?衡し，そこでＸ国の労働者の賃金W?
と，雇用量0q??が決定される。同様に高所得国である労働移動が開始する前
のＹ国内の労働市場では，労働需要線 D?と労働供給線 S?の交差する点 E?
で?衡し，そこでＹ国の労働者の賃金W?と雇用量0q??が決定される。高所
得国の賃金は低所得国の賃金よりも高いので，W?＞W?である。
ここに，高所所得国での期待所得が高いという設定もこの両国の労働市場
に表現されている。しかし実際においては，単純なプッシュ＝プル要因が二
国の間で成立していても，それだけでは国際労働移動は引き起こされない。
むしろ，両国の間に自由な労働移動を促す労働市場の開放的政策が導入され
て始めて国際労働移動が生ずるケースが普通である。そうした現実を踏まえ
て，この二国間で労働移動の自由化（または生産要素としての労働力の輸出・
輸入）が認められたと仮定すると，Ｘ国およびＹ国の労働市場の需要と供給
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バランスは次のように変化する。
労働移動がＸ国とＹ国の間で自由化されるようになると，両国の賃金が?
衡する賃金W?に設定されるまで，両国労働市場の需給関係は変化する。つ
まり，Ｘ国においては，新たな供給線 S??と需要線 D?の?衡点 D??で決定さ
れ，Ｙ国においては新たな供給線 S??と需要線 D?との?衡点 D??で決定さ
れる。つまりＸ国においては賃金がW?からW?へと上昇し，一方のＹ国に
おいては賃金がW?からW?へと下降するのである。その過程において，Ｘ
国の労働者は賃金W?状態よりも期待所得がプラスである限りＹ国へ移動
しようと決心するだろう。一方，Ｙ国労働者は賃金W?よりも低いW?の賃
金では働きたくないと望む者がおり，その分が労働力不足という形になる。
よって，Ｙ国の賃金W?で働きたがらない国内労働者（0q?－0q??）分を補充
する形で，Ｘ国から労働者（0q??－0q?）分を受け入れるという単純な説明が
図１は可能になるのである?。
９ こうした労働市場の需要と供給関係を用いて，国際労働移動が与える経済的な影響を
計量経済学的にモデル化し分析を試みたものは多い（Borjas, 1995; Borjas, 1999;
Mishra,2006）。ボージャスは移民国家であるアメリカ合衆国の労働市場を研究したとこ
ろ，未熟練外国人労働者からの税収はあまり期待できず，政府の様々なサービスを利用
するだけで，結局は政府の純支出を増やすだけで負担が大きいとした。さらに国民と労
働市場において競合するばかりか，国民所得を減少させ，その一方で，そうした外国人
図１．低所得国と高所得国の労働市場関係（移動開始前後の状況)
（脚注）高所得国の労働市場についてはボージャス（Borjas,1999），低所得国の労働市場に
ついてはミスラ（Mishra, 2006），全体としては大塚（大塚，1994）を参?にして
作図した。
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ここで，労働者力をＸ国から受け入れたことで変化するＹ国の国民所得は
三角形 D??E?N?の面積で表され，これは余剰である。また，Ｘ国から来た労
働が受け取る全ての所得は四角形 D??N?q??q?で表される。また一方で，Ｘ国
の労働力がＹ国へ移動したことでＸ国では，三角形 D??E?M?の面積で示さ
れる部分が国内の産出に関して失われる分と?えられる。しかし，Ｘ国の賃
金率が上昇するので，残留していた労働者は四角形 D??M?W?W?を得るこ
とになる。さらにＸ国での雇用者は，労働力がＹ国に吸収されることによっ
て，それ以前と比較して面積 D??E?q??q?分を失うことになる。このようにし
て受入国および送出国双方の経済的な損失や利益の算出や，賃金率の影響な
どが計量経済学の基に分析がなされている（Borjas, 1999; Mishra, 2006;
Hanson,2009）。さらに，Ｘ国の一部の労働力がＹ国で働いた結果得られる送
金の効果と比較して，Ｘ国における経済的な損益を見ることができるだろう。
その他，経済成長に対する国際労働移動における影響なども計量経済学的な
分析が行われている。
理論的には，ダニ・ロドリックが主張したように，商品や資本の貿易市場
のさらなる自由化よりも，国際的な労働移動の自由化をより一層進展させる
方が経済規模拡大を期待できる余地が十分にあるとされる（Rodrick, 2002:
314，参照：Hatton,2009:341）。先進諸国の外国人労働者の受け入れに関す
る経済的な効果や労働市場への影響などを分析した実証研究は多く出される
一方で，まだ発展途上諸国の経済的な影響を分析したものは少ないという指
摘はある（Mishra,2006）。ようやく南米諸国を地域的に取り上げ，経済発展
と海外送金の影響を実証的に研究したものは出始めている（参照：Fajnzyl-
ber and Lo?pez,2008）。近年，海外送金の流入による発展途上国経済への影
労働者を利用する資本家たちの所得は上昇すると結論づけた（Borjas, 1995:19）。しか
し2005年のタイ国のデータを利用してコブ・ダグラス生産関数を用いた実証研究では，
合法または非合法労働者が１％流入することで経済成長率は0.035％上昇したという
（Sukharomana,2006:17-19）。その一方で，タイ人の未熟練労働者はアジア諸国で働い
ており受入国での資本形成に貢献していると述べている。ミスラはメキシコのデータを
用いて，労働力の流出によって国内の賃金がどのような影響を受けるかを実証した。そ
れによれば，国内労働力の海外流出と賃金には強い正の相関が見られ，さらに労働力の
流出がメキシコの交易条件にも影響を与えうるとした（Mishra,2006）。
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響は明らかにポジティブであり，開発資金としての役割を持つという共通認
識は強まりを見せている。例えばKapurは，海外送金はODAとは異なりド
ナー国の税金に負担をかけることがなく，また政府機関やNGOなどの組織
などを介すことがないため，取引費用は低く抑えられ，官僚やコンサルタン
トらによるレントシーキングといった資金流用も少ないというメリットがあ
る。そのため直接的に資金を必要とする家計に入るため，貧困削減効果は
ODA援助計画によって投入される額よりも高くなると?えられる（Kapur,
2004:18）。さらにODAの多くは借款がベースであり，後に援助受入国には
返済義務が生じる。また，FDIなどを実施する多国籍企業は，好都合な投資
インセンティブを提供する国を選ぶ傾向がある。グローバル化が急速に進む
現代において，投資受入のための競争が各国で繰り広げられるため，FDIの
受入国にとっては100％の利益は期待できない。さらに FDIの流入は，相手国
の景気変動や両国の政情によってその投資額が大きく変動するというデメ
リットもある。その点，送出国国内の経済不安や政情不安の厳しい局面を迎
える際でも，海外送金は安定的に供給されるため，発展の制約が高い諸国に
とって非常に重要な資金源となる。
また国際労働移動による経済発展と人的資本に対する影響についての研究
も行われている。高い人的資本を確保できることで得られる経済発展の効果
は次の３つが?えられる。第一に，教育レベルの高い労働者自身が生産的で
あること。第二に，自己の教育の結果からのみならず，近隣者または集合的
な影響によって生産性を高めることから，他者の教育の結果からも個人の収
益を増加できる。そして第三に，熟練した人員による社会の技術力の進展に
貢献し，その結果，経済成長と全体に便益をもたらしうる（Lucas, 2005:
118）。しかしながら，特に発展途上諸国からの「頭脳流出」については問題
が多い。何故なら，上記の３つのメリットを失うばかりでなく，優秀な人材
の多くは政府の補助の下，教育を受け，その後，彼らが海外へ流出すれば課
税対象から外れ，政府が教育に投資した分を当事者から回収できなくなる
（Bhagwati& Rodriguez,1975）。ローマーが指摘したように，発展途上諸国
の経済発展の制約として，先進国と発展途上国との間に二種類の技術格差が
やはり存在するだろう。一つは，工場，道路，近代的機械などの物的な格差
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と，もう一つは，流通，在庫管理や取引処理などといった知識や労働者の意
識などを含む知識格差が存在しているとして人的資本の重要性を述べている
（Romer,1993）。ホーマディクソン（Thomas Homer-Dixon）は，現実の社
会的および技術的な問題を解決するための改革的なアイデアを創意工夫でき
る力にその格差があると指摘し，この創意力の如何によって発展できるか否
かの別れ道となると述べている（参照：Todaro and Smith,2003:92）。この
ように質の高い人的資本は経済発展に重要な役割を担うと?えられる。この
ことから，発展途上諸国の質の高い人材が流出することで，経済発展のテイ
ク・オフを阻害すると?えられるだろう。ディ・マリアらによる研究では，
「頭脳流出」の結果，労働力の送出国の経済成長率の伸びを減速させていると
結論付けている（Di Maria and Stryszowski,2009:311）。
?頭脳流出」を伴う国際労働移動は，質の高い人的資本を受け入れられる諸
国にとっては経済発展において重要な役割を担うだろうが，その送出国に
とっては経済発展の妨げや制約になりうると?えられる。しかし，海外移住
の可能性はスキル形成に対するインセンティブを与え，さらに実際には，海
外で働く可能性が増えると同時に，送出国にとっても人的資本の質の改善に
つながるとする見方も出ている（Stark et al., 1998:367;Beine et al, 2001:
287-288）。だが，いまだに発展途上諸国にとって「頭脳流出」の経済的影響
に関して普遍的な見解は出されていない。
しかしながら，国際労働移動を行う労働者の人的資本が単純・未熟練労働
者である場合，その議論は変わってくる。つまり，労働力豊富国の労働市場
では吸収されにくい低学歴，未熟練の労働者の受け入れ先が期待所得の高い
国にあるのなら，そちらに流れるのが普通であろう。また，彼らが貧困に悩
み，失業状態にあるのなら，貧困問題や失業問題などの国内の社会問題も軽
減できる意味で，未熟練労働者の受け入れ先があるということは送出国政府
にとっては非常に都合の良いものとなるだろう。さらに未熟練労働者の多く
は出稼ぎして送金することが目的であり，未熟練労働者を多く海外へ送る発
展途上諸国において，海外送金による経済的な効果はマクロレベルで見ると
非常に大きい（Ratha et al, 2010）。
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３．ミクロ経済学的アプローチ
マッセイらによれば，ミクロ経済モデルの中心的?え方は個人が合理的な
アクターとして，国際労働移動が将来的に経済的利益を生じさせうるものな
のか，費用と便益について検討し，海外への移動を決意するか否かを決める
という（Massey et al,1993:65;Massey et al,1998:19）。さらに，国際労働
移動の実施を，個人の人的資本向上にとって優位な投資になりうるか否かの
判断をもって決定するという仮設を立てた論文（Sjaastad, 1962）が出され
た。人々は自分のスキルにおいて最も生産的結果を出せる場所を選んで移動
する。さらに高い労働生産性に見合った高賃金を得られるようになる以前に，
人々は次の投資を各自行わなければならない。それは，旅費，移動中や求職
期間中の生活費，新しい言語や文化を学ぶなどの努力，新しい労働市場の環
境に適応する際に経験する困難，昔ながらのつながりをしばらく絶つことと
新しいつながりを築く際の精神的な費用などであるという（Todaro and
 
Maruszko,1987:914）。つまり国際労働移動を実施すると決定するまでに，
その準備段階において金銭的な費用が発生するわけだが，この金銭的費用以
上の見返りが期待できると?えられるならば実行に移すだろう。しかし
Sjaastad（1962）が［social costs］という言葉を用いて?察したように，必
ずしも費用が金銭的意味のみではないとして議論した点は興味深い。そこに
は，人的資本を向上させる際に必要な体験や苦労が存在するということなの
である。さらに出稼ぎ先での労働環境も必ずしも良い状況ではなく，場合に
よっては労働災害や雇用者による賃金未払い，人間関係によるトラブルなど
に巻き込まれ，精神的なダメージを受けるという費用も?えられるというこ
ともありうる。そのような費用を支払ってでも，得られる見返りとはどのよ
うなものか判断した上で移動を決定するものだという。
おそらく，多くの場合は帰国後の状況に対してどのような便益が残るかを
検討する上で，個人の人的資本への投資に注目したミクロ的アプローチは，
経済的な側面のみならず，非経済的な側面の費用と便益を検討する上では重
要な方法論である。また，人々が国際移動を決意した目的が何なのかに注意
を支払うことも重要な分析視角である。
国際労働移動は個人の決定に負うものと仮説を立てる方法もあるが，必ず
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しも個人のみならず，家計を支える家族の一員として，またはコミュニティ
の一員として，家族間やコミュニティの影響を通して国際労働移動が決定さ
れるという。また，家族単位で家計を管理する方がリスクを回避し易いとも
?えられている。その際，必ずしも出稼ぎ先での期待所得の拡大のみが目的
とはならず，国内の労働市場の問題とは別の様々なタイプの市場の失敗から
被る経済的危機やリスクを最小化するための手段の一つとしても国際労働移
動が決定されると?えられるようになった（Stark,1991;Massey et al,1998:
21を参照）。つまり家計を中心的に見る場合，家族員が地理的にも職業的にも
それぞれ異なる労働市場において収入を得る手段を見つけることで，特に発
展途上諸国のように様々な市場の失敗から被る不利益からある程度逃れるこ
とが可能になり，かつ，家族経済運営上の失敗からくるダメージを軽減する
ことができる。例えば，現地の産業に従事する者，国内の都市部で働く者，
そして海外での就労を決心する者が世帯内にいることで，収入源の多様化・
分散化を図り，様々な負の状況から家計上のリスクを最小限に留めるという
?えである。
さらに発展途上諸国の場合，多くの低所得層の世帯はフォーマルな金融市
場や信用取引へのアクセスがない，または，アクセスがあるとしても，多く
の場合，リスクが非常に高いこともあり，耐久消費財や家屋建設，その他，
ビジネス開始のためへの資本金を蓄えることの実現が難しい。そこで貯蓄や
資本形成を実現させるためにも，まとまった金額を定期的に得る期待の持て
る海外への出稼ぎに駆り立てられる要因が存在する。それゆえ，必ずしも海
外の賃金が国内のそれよりも高くなければならないというわけでもない
（Massey et al,1998:27）。つまり，国内で貧困と失業に直面しているのなら，
たとえ国内の賃金率と比較して差額の少ない海外の賃金率であっても，収入
源を長期で安定的かつ定期的に得られる就業機会があるならば，海外出稼ぎ
を?えるであろう。特に発展途上諸国の場合，主婦の就業機会は非常に限ら
れていることが多い上に，夫の収入が不安定である貧困世帯も少なくない。
もし，他の稼ぎ手が家族内におらず，経済的に困窮状態にあるのならば，国
内で家族の健康や生活を守る無報酬的な家事労働に従事するよりも，海外で
の就業機会を選択する可能性は高まるだろう。
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そのため海外送金によって家計にもたらされる影響，つまり家計総収入に
占める海外送金の割合や，結果として消費行動がどう変化したかなどの研究
は重要である（Taylor,1999）。国際労働移動によって得た送金を，実際に何
か「生産的な投資」に向けることで，経済発展に役立つ良い効果をもたらす
ものだと暗に仮定される（同書）。しかし送金の使途に関する調査のほとんど
が，家計や個人が，送金を投資として使うよりも，単なる消費行動の一環と
して使われていると結論づけている。また，海外で得た収入を現地で使うこ
とが多いという報告もある（Taylor et al, 1996;Durand and Massey,
1992）。
ミクロ経済学的に国際労働移動の影響や損益分析をする際に，本論文の最
初の節で取り上げたセンのアプローチは有効ではないだろうか。何故なら，
センの思想体系と分析の姿勢には，経済の市場の働きを理解しつつ，個人の
置かれている状態を分析し，さらにその個人に関する損益を経済的にも社会
的にも評価する分析視角を展開してきたからである。UNDPはセンのアプ
ローチを踏襲し，2009年刊行のHDRでは以下のような見解を示している。
人々が移動行動を起こして居住を変えるか否かを決定する彼らのケイパビリ
ティを見ることで，彼らの置かれている状態を認識できるという。これまで
の伝統的な移動に関する分析では，「豊かさ（well-being）」に対する移動の影
響を見るものであったが，UNDPの関心事は，移動それ自体のみでなく，人々
が移動を決定する際，そこに「自由」が備わっているか否かであるという。
しかし，もし，移動後の人々の新しい土地で公平な人生を歩むために必要な
経済的資源，安全保障，ネットワークが欠落している状態である場合，また
は，もし，差別のようなインフォーマルな制約が人々に首尾よく移動できる
機会を著しく阻害している状態に置かれている場合，たとえ国内移動および
国際移動に関する法的な規制がない場合でも，それが人々に移動の「自由」
を与えているとは言えないとしている（UNDP,2009:15-16）。おそらく国際
移動後の受入国での労働者の状態および状況は，彼らのケイパビリティの分
析およびエンタイトルメントの検討を行うことでその問題点などを明らかに
認識することができるだろう。また，国際労働移動を実施したことによる経
済的・社会的な影響やそれら損益分析ツールの構築など，このアプローチを
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適用すべく?察の余地があると?える。
４．経済政策的アプローチ
歴史的にみると，産業革命以前の欧州諸国や封建時代の日本においては，
生産技術は低く農業部門に多くの労働力を必要とし，かつ地球全体の人口が
希少な時代背景も手伝って，国内労働者たちは今日以上に重要な生産要素で
あった。そのため農業部門での国内労働力不足を危惧して，政府または領主
などは労働者の移動について徹底的な管理や規制などを用いて，労働者が他
へ流出することを厳しく禁じていた。しかし19世紀に入り産業革命を通じて
近代産業が芽生え，人口が増加し始める。また日本においても明治維新を通
じて鎖国政策を取りやめ，積極的な近代化政策を実施し始めた。やがて近代
部門の資本家たちが労働力を必要としたことで労働移動の自由化が必要視さ
れはじめる。技術力の上昇にともなって農業部門の一人当たりの生産性も伸
び，近代部門での就業機会が増えた。次第に経済機会を求める自由な移動が
増え，農村から都市への人口移動が増大する。しかし同時に，そのような近
代資本主義化への変容過程で，都市部の失業問題や貧困，犯罪率の増加など
の社会問題が露呈し始める。通信・輸送，運輸技術も目覚しい発達を見せた
ことで，国内で行き詰まっていた人々は，新しい活路として，かつ，農村の
過剰労働力の捌け口，社会問題や国内労働市場問題の緩和策として，政府は
それまでの国内の労働移動の規制を撤廃し，北米大陸，オーストラリアなど
への自由な渡航を許可するようにもなっていった。1920年代後半までその自
由な海外への労働移動は続いた（Massay,1988）。
しかし，このような自由な国際移動も含めた欧州諸国の近代化の歩みは，
外国の資源と市場を独占するための植民地政策の続行なしには維持しえな
かったことは明らかである（Shrestha,1987:333）。戦前の日本もまた，アジ
ア諸国への植民地獲得政策が実施され，敗戦によって植民地的領土の全てを
失うまでの間，日本と植民地的領土との間には貿易・商業関係が築かれ，そ
の経済的チャンスをめぐって日本人による自由な渡航と移住が政府により積
極的に奨励された（鹿毛・ラタナーヤカ，2007）。このように先進諸国は自国
民には比較的自由な渡航権を与えていたが，その一方で，植民地支配政策下
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においては，奴隷制や，その後は強制労働といった形をとって，従属国の労
働力不足地域へ宗主国の経済発展に好都合な方法で自由に配置してきたので
ある??。これが近代期のグローバライゼーション下の国際労働移動の特徴で
ある。現在，先進諸国の歴史を振り返ると，土地，天然資源などの収奪をめ
ぐる自国民の定住化策と，国内の社会問題対策の一環としての労働移動策が
採用されてきたのだ。しかし，パスポートやビザによる管理の強化・徹底化，
1920年代後半の世界的経済不況，世界的な戦争を通じて，上述したような自
由な国際的移動は収束に向かっていった。
戦後多くの発展途上諸国が独立を果たすと，主権国家の数が増加し，上述
してきたタイプの宗主国の経済政策主導の従属国に対する強制的な国際労働
移動はほぼ完全に無くなる。欧州諸国や日本において，1950年代，60年代を
通じて急速な経済発展が始まり国内労働市場において労働力に対する需要が
高まると，国内からの自由な海外への渡航者数が大きく減少した。労働力不
足の結果，当時冷戦構造下の欧州資本主義諸国政府はこぞって海外から一時
的に労働者の受け入れ政策を導入するようになった。現代グローバライゼー
ションの幕開けである。日本政府も1980年代後半から南米の日系人を中心に
受入を開始させ，近隣諸国の中国など他のアジア諸国からも労働者が流入す
るようになった。また1970年代の石油価格の高騰を受けて湾岸諸国の急速な
経済発展が進み，特に南アジア諸国を中心にハウスメイドや清掃業などの単
純労働，建設現場や製造業労働，専門技術職にいたるまで多くの労働者が湾
10 欧州の列強諸国間では，アジア，アフリカ，北米，南米，豪州や太平洋地域で資源獲
得競争があった。アフリカ植民地支配の拡大は，天然資源の他，労働力の獲得競争も行
われた。大英帝国は1807年に最初に奴隷制度を禁止し，他国を批判する。だが当時，「良
い経済は良い宗教なしに継続できない」という信条の下，道徳的・宗教的命令から禁止
された。だが，実態は経済的理由であった。奴隷貿易で労働力が減少したため，アフリカ
のプランテーションや鉱山での労働力確保が難しくなっていた（Shrestha,1987:334）。奴
隷貿易が終了すると，形を変えて宗教的信条には抵触しない強制労働（例，indentured
 
labour）として，人口圧力の高かったインドから，スリランカ，マレーシア，フィジー
などの他の英国植民地のプランテーション等の労働力不足を補う形で労働力輸出が行わ
れるようになっていった。中国も同様，国内に高い人口規模と貧困問題を抱えており，
インド人労働者と中国人労働者も海外へ多く移動した（Kaur,2003）。
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岸諸国経済へと渡航していった。また，韓国や台湾に続き，マレーシアやタ
イも経済発展が進むにつれて，近隣諸国からの外国人労働者受入数が，国内
労働者の海外流出数を大きく凌ぐ規模になっていった。
しかしながら現代，市場の開放性と自由度が増しているようだが，国際労
働移動に関しては必ずしもそうではない。理論的にはサービス貿易の一つと
して捉えられ，労働力の移動を完全に自由化することで経済的便益を多大に
生じさせるものと?えられている。しかし，現実には商品貿易や資本移動の
ように世界共通認識に基づく自由化に向けた動きはほとんど見られていない。
特に受入国となる先進諸国は，商品貿易などに関して積極的に自由化を要求
してくるものの，労働の移動に関しては非常に消極的姿勢を貫いている。た
とえ GATT第４モード（Mode4）にあたる労働力（自然人：natural person）
の移動自由化交渉がWTOでも対象になっていても，現実には多国間交渉や
協議がほとんど進展を見せたことはないのである（Hatton, 2009；東條，
2007：１）。そのため現代の国際労働移動のメカニズムは，労働力の輸入国ま
たは輸出国になるにせよ，各主権国家の裁量によって国際労働移動の開始や
取引国の選択ができる。しかし，経済発展の結果による労働需要拡大という
プル要因（輸入国側の国内の経済的誘引）が最も中心的な原動力であり，ま
た，そのグローバルな政策的支配権を握っていると?えられる。
このような現代グローバライゼーションにおける高度産業社会の中に内蔵
された労働需要創出が国際労働移動を生じさせることを最初に理論的に説明
したのはピオレであろう（Piore,1979；参照：Massey et al, 1998:28）。ピ
オレによれば，低い賃金と高い失業率のプッシュ要因を持つ送出国，そして
慢性的な状態で外国人労働者を必要とするプル要因を持つ受入国との関係を
前提としながら，受入国であるアメリカの労働市場の状況を現地の労働者と
移民および外国人労働者をも?慮した状況を分析し，そこから４つの基本的
特徴を明らかにしている。
第一は，構造的インフレーション（structural inflation）である。賃金率
および社会的な期待または職場の階級との関係は比例することから，ある職
種部門が労働不足に陥った場合，雇用者はその職種の賃金率を引き上げてま
で国内労働者を雇う選択をするよりも，賃金率をそのままに据え置き，その
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ような条件でも働く外国人労働者を雇うような経営を実施すると?えられる。
次に第二は，動機づけに対する階級的な制約（hierarchical constraints on
 
motivation）である。人々は収入のためだけに働くのではなく，社会的地位
を形成し維持につながる仕事をしたいと望む。経済社会の高度化はそれまで
の伝統的階級制度も変化させる。そのため，労働者の社会的地位が職業内容
によって新たに形成または再編成される。その結果，できる限り良い職業に
就きたいというモチベーションが人々の間に生じる。つまり，経済が発展し，
求められる仕事上のスキルや知識が高度化すると，特に最下層の単純労働や
危険できつい労働をやりたがらなくなる。その社会構造に従属する人々の仕
事に対する姿勢の変化と回避行動の結果，底辺の職種は労働者不足に陥りや
すくなり，その埋め合わせに都合の良いのが，その労働市場での社会的な階
級意識を持たない，低賃金労働でも受け入れる出稼ぎ目的または入国後間も
ない外国人労働者である。
そして第三は，経済的な二重構造（economic dualism）である。これは第
一と第二であげたプロセスの結果的作用である。この二重構造は高度経済社
会の特徴であり，その本質は労働と資本とが分離していることに起因する。
資本は生産の不変的要素であり，労働は生産の可変的要素である。そのため
資本家は労働量の調整に関して柔軟性を求める傾向にある。さらに産業の高
度化によって，資本集約的な生産手段と労働集約的な生産手段が必要となる。
資本集約型に従事する労働には企業戦略や専門家となりうるための人材育成
が必要であり，教育やトレーニングによって知識や技術を高めるための投資
が必要となる。さらに責任なども任され，人材の価値も高いとされた。この
ような人材グループをプライマリー・セクター（primary sector）とした。
一方，労働集約型に従事する人材は，未熟練労働者からなり，経済状況や雇
用者側の都合によりいつでも解雇される不安定な立場にいる。このようなグ
ループをセカンダリー・セクター（secondary sector）と呼んだ。高度産業
経済社会の労働市場はこのように分断的な様相を呈すようになるという。セ
カンダリー・セクターの仕事は，低賃金，不安定条件，そして正当な昇進の
見込みがないため，そのため国内労働者はやりたがらない。雇用者は労働力
不足を補う手段として外国人労働者の受け入れを積極的に?えるため，セカ
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ンダリー・セクターは単純労働者として外国人が多く雇われるケースが見ら
れる。しかしその他，国内の既婚女性，10代の若者などもこのセクターに雇
用される傾向があるという（Massey et al,1998:32-33）。しかし基本的にプ
ライマリー・セクターには，国内の労働者で多数を占めることが一般的であ
る。こうした現状を見て，Zolbergはグローバルな経済格差構造と受入国での
社会的制約条件の中で，雇用者（資本家）が中心となって経済政策の策定に
深く関与しており，得に発展途上諸国からの労働者たちは彼らの搾取対象と
して存在していると指摘している（Zolberg,1989;406-410）。
最後に第四は，エスニック・エンクレイブ（ethnic enclaves）の形成であ
る。人々の国際的移動後を民族別に分類してみると，プライマリ ・ーセクター
にもセカンダリー・セクターの職種にも従事する同国出身者または同民族で
構成されるグループの存在が見えてくる。特にアメリカ，オーストラリアな
どの伝統的な移民国家や，外国人労働者を多く受け入れる国に見られる。初
期の移民が築き上げた財力，人的資本，社会関係資本（social capital），文化
的資本(cultural capital)などが都市地域に集中し，彼らが𨻶間産業を狙って
新しいビジネスを展開させ生活が安定し成功する者が出はじめる。このよう
な海外へ出て成功した者の存在が，結果的に同国出身者にさらなる国際移動
への大志や希望を抱かせる（Massey et al, 1998:31）。しかし，永住者や外
国人労働者は受入国政府による様々な管理制度の対象となり，また文化的か
つ民族的出自の違いから来る社会的な困難や衝突にも直面しやすい。そこで
受入国で民族的結束を強め，ネットワークを広げコミュニティを共有しあう
ことで民族固有の文化的製品や文化的サービスを利用しやすくする。さらに
新しく来た同国出身者や同民族の生活サポートや仕事の斡旋や就業を円滑に
促す基盤を作る傾向が見られるというものである。
このピオレによる労働市場の社会的メカニズムと分断性の分析は，欧米先
進諸国の受入国のみならず，近年のアジア諸国の受入国にも応用できる分析
手法である。近代グローバライゼーションと現代のそれに共通するものは，
常に経済利益を中心にして国際労働移動が開始されている点である。受入国
にとっては，国内の労働力不足を補うことで経済発展とその維持が目的とな
る。海外から質の高い人的資本が入ることで，より高度な技術革新が可能に
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なるであろうし，また，単純・未熟練レベルの労働者の流入は生産コストを
抑えたい中小の民間企業（資本家）の経営の保護政策としての機能も期待で
きるであろう。一方，送出国にとっては，政府の財政収入を短期的にサポー
トできるものとして，さらには国際労働移動に関連する政府機関や民間企業
（特に海外雇用斡旋・手続きなどに関わる事業）の育成や保護的な政策が採用
されるだろう。
?．展望と問題点
国際労働移動と経済発展の関連性において，送金の影響だけに注目して経
済発展の役割を経済学的に検討すると，マクロレベルでもミクロレベルでも
その効果が大きいことは理論的に証明される。それゆえ発展途上諸国の近代
部門労働市場の脆弱な雇用吸収力に対する短期的な対応策として，積極的な
海外雇用政策が繰り広げられてきた。近年の世界銀行の研究グループによる
送金のポジティブな経済的評価，およびセンのケイパビリティ・アプローチ
を採用するUNDPによる「移動の自由」と「移動決定までのプロセスの確
保」，「移動後の暮らし向きの良さの保障」といった主張は，経済発展の制約
を多く抱える発展途上諸国政府にとっては，国際労働移動政策をさらに積極
的に実行させるプッシュ要因となるだろう。またフィリピンなどのように戦
後からずっと世界的に有名な労働力の輸出国としての国際的地位を維持し続
けている国があるように，中心的な経済政策の一つとして国際労働移動政策
を続行することがあたりまえかのごとくに国際社会で認められる環境が整っ
ていくのかもしれない。
しかし，国家の自立的な経済発展を計画立案する際に，長期的な視野は必
要である。欧米先進諸国や日本が辿った経済発展の経験をもとにした，経済
成長を刺激するような生産性や経済規模の拡大，技術革新，人材育成などの
諸政策を国内で実施する努力は重要である。現に，台湾や韓国は比較的スムー
ズな経済発展と国民所得の増加を実現させている。同時に，人材・技術力レ
ベルの上昇と同時に，国民が海外で単純労働等に従事するような国際労働移
動は完全に無くなっている。またマレーシアやタイも工業化戦略を通じてそ
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の転換期を迎えている。そして現在，それら諸国は近隣諸国や他のアジア諸
国から多くの労働力受け入れ政策を導入している。その一方で，アメリカに
おける IT産業の発展を担ってきたともいえる優秀なインド人技術者たちは，
2008年の経済危機や，インド自身の経済発展のテイクオフともあいまって，
一斉にインドの国内市場へ戻り始めているという。そのため米国 IT産業は
大きな打撃を受けたと言われている。つまり，送出国自体の経済発展が進み
始めることで，暮らしぶりが豊かになる期待が持てる環境が整い，将来的な
見通しに期待が持てるようになる。すると人々は母国へ戻る選択をするので
ある。労働力の送出国の経済発展が進むことで，質の高い人材による頭脳流
出が防げると同時に，それまで流出していた優秀な人材が先進諸国で獲得し
た技術や諸制度の知識などを母国へ還流させることも期待できる。さらに経
済成長や発展が続けば，労働力不足問題が出現し，海外から不足分を補う政
策を導入せざるを得ない時期が来るのである。経済発展にはそのような国際
労働移動の動向を大逆転させる力が備わっているのだ。
しかし国際労働移動と経済発展の関係性は必ずしもポジティブなものでは
なく不明瞭な部分も多いとする指摘もある。特に発展途上諸国から単純労働
者として建設業，製造業，農業部門などの他，清掃業や一般家庭でのハウス
メイド（家事労働者）として受入国で働く場合，様々な非経済的な問題に直
面しているという指摘が多い。また，母国に残してきた家族との問題や，一
人遠く離れて海外で暮らす労働者自身の精神的な心細さなど，海外出稼ぎ労
働者自身およびその家族が背負わなければならない社会的なコストは，長期
的に見ると送出国の経済発展とは無関係とは言えないだろう。この社会的な
コストに関する研究は今後さらに深めていかなければならない課題である。
ピオレの労働市場分析では，外国人労働者が流入することで受入国社会に
新たな階層性が形成されるのである。おそらく，受入国の国民の社会的地位
や階層を全体的に上昇させる効果が，外国人単純労働者を受け入れることと
しての社会的なメリットとして?えられるのではないだろうか。経済学的に
は賃金率が減少するといった負の側面も指摘できるが，実感できるまでには
かなりの時間を要するだろう。しかし受入国とは異なる民族性や人種である
送出国から単純労働者を受け入れることで，受入国での送出国の人々に対す
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るイメージは，おそらく貧しい国から来て，お金を稼ぐためならどんな仕事
でも引き受けて，毎日汗水流して働く外国人労働者という非常に社会的階層
の低いものとなるだろう。場合によっては差別やいじめの対象となるのかも
しれない。このようなイメージは，国際社会でのイメージを形成し，送出国
の尊厳を損なうものとなるのではないだろうか。
また，アメリカや欧州諸国の労働市場を分析して理論化されたものの中に，
社会関係資本（social capital）が取り上げられている。それは同じ民族間ま
たは出身国間のネットワーク形成とともに構築され，移動先での生活基盤の
安定化に大きく貢献するというものであった。しかし，現代の新興経済諸国
として新しく外国から労働力を受け入れ始めた諸国は，伝統的移民国や欧州
諸国ほど社会関係資本に強い説明力が得られるかどうか疑問である。
?．おわりに
本稿では，国際労働移動が経済発展にどのような形で関連するのか，経済
学的視点を中心にした社会科学分野の理論的接近法を取り上げてきた。国際
労働移動を分析する際に重要だと思われる理論を特に経済学的な視角を通し
て大きく４つのアプローチに分けて取り上げた。これらの理論的アプローチ
の中で，多くが現在先進諸国の経済発展過程の中で現象化した労働移動の経
験をもとに?え出されたものである。本稿で取り上げた経済政策的アプロー
チの中で説明したように，近代と現代の社会的，経済的，政治的，技術的な
ど様々な点で背景が異なることから，近代グローバライゼーションと現代グ
ローバライゼーションとに区別して，その違いを表現しようと試みた。現代
における規模の上での国際労働移動のメイン・アクターは，発展途上諸国か
ら流出する未熟練・単純労働者である。これを分析対象とする場合，本稿で
捉えた４つのアプローチは必要な視角となるだろう。また，先進諸国の経験
をもとに構築された理論を，現代の発展途上諸国の国際労働移動に関する社
会的・経済的な調査データを用いて，実証研究する必要性が高く，先進諸国
や発展途上諸国の政府および国際機関の中で，今後ますますその需要が増し
ていくことだろう。
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